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不登校の増加やAIの進化、社会課題の複雑化により、従来の知識偏重型教育から「探究型学び」への転

換が急務となっている。本稿では、子どもが自ら問いを立て、社会と関わりながら意味を創造する主体的

な学びの重要性を論じる。探究には問い立て・構想・実践・振り返りの循環が必要であり、評価も成績重

視から自己成長重視へ変えるべきである。AI時代における教育の再構築として、教師は知識伝達者からナ

ビゲーターへと役割を変え、学校外の資源も活用する「探究共創圏」の整備が求められる。 
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1. はじめに：いま教育の変革が必要な理由 
 

近年、教育を取り巻く環境は激変している。小中学生

の不登校は年々増加し、2022年度には過去最多となる約

29万人に達した。特に中学生では15人に1人が学校に通

えない状況にある【¹】。一方、通信制高校やオンライ

ン学習の普及など、学びの選択肢は多様化している。 

同時に、生成AIの進化が学習の在り方を根本から変え

つつある。知識の習得はAIで容易に代替可能となり、む

しろ人間に求められるのは「問いを立て、自ら意味をつ

くる力」へとシフトしている。 

加えて、環境破壊、格差拡大、エネルギー危機など、

社会課題は複雑化し「正解のない時代」に突入してい

る。このような時代に必要なのは、教室の中だけで完結

する知識習得ではなく、社会と接続し、自分の人生や価

値観とつなげて意味を創造する「探究型の学び」であ

る。 

本稿では探究型の学びを実践展開するにあたって抑える

べきポイントや必要なアクションについて提言する。 

  

 

2.    現状認識と課題整理 
2.1 不登校と学びの多様化の加速 

小中学生の不登校児童生徒は、2023年度に約34万人と

過去最多を更新した(図1.1)[1]。その状況に対応して、

フリースクールやオンライン学習、通信制高校の拡充に

より、学校外で学ぶ選択肢は急速に広がっている。しか

し現行学校制度は「学校に在籍し、校舎に通うこと」を

前提としており、学校外学習は単位認定や財政支援の面

で依然抜本的な改善はなされていない。公教育としても

「学びの多様化学校」を設け、不登校に対応しようとし

ているが、2025年度で小学校12校、中学校40校、高等

学校11校にすぎず、対応しきれていない状況である。

この構造的ギャップが、学びを求めながらも学校にアク

セスできない子どもを増やしている。この深刻化する社

会課題を解決するには、学校教育だけでは難しく、学校

外の社会的な教育リソースをも活用していくべきなので

はないか。可能性を探っていきたい。 
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図1.1  不登校児童生徒数の推移

 

文科省:令和5年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上

の諸課題に関する調査結果の概要 

 

 

2.2 主体性教育の重要性と現状の課題 

 こうした不登校児童生徒の問題に対応するため、児童

生徒の主体性の観点から考えていきたい。学校が主体的

に学ぶ場であれば、そもそも不登校になるはずがない。

2020年から始まった教育改革では「主体性」は中心的

キーワードとなっている。現行学習指導要領において、

「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」にならび、

「主体性」が三番目の学力として定義されている。しか

し「主体性」は、概念が広く、教員はどのように子ども

たちを導いたらいいのか、学校現場では混乱している。 

 現在の日本の学校現場は、このような主体性育成に関

して十分な成果を上げられていない大きな理由は、教科

教育という学校の中でしか通用しない知識伝授型の学び

が中心で、複雑で多様な実社会と接続していない学校と

いう環境にも問題があるのではないか。日本財団の調査

[2]によると、日本の18歳の子どもは義務教育の目的が

基礎学力の習得が中心と受け取っており(図1.2)、実社

会に生きる学びが行われていると感じていない。変化の

激しい現代の実社会では、正解が明確でない課題に挑戦

しなければならないのに、内閣府の「我が国と諸外国の

若者に対する意識調査」[3]によると、日本人の若者は

うまくいくかわからないことにチャレンジすることに

不安(図1.3)を感じている。また、日本財団の調査[4]で

は18歳の若者は諸外国と比べて、自分の行動で、国や

社会を変えられると思えていない(図1.4)。つまり現行

教育では子どもたちに現実社会を変える事ができると

いう自己効力感を育てることができていない。この重

要な問題についてどのように解決したらいいのであろう

か。公教育のみで解決するのではなく、学校外の教育

リソースを活用することこそが求められている。つま

り、実社会こそが学習者にとっての学びのフィールドで

あると捉えることが必要なのではないか。 

図1.2 義務教育で学んだこと 

あなたは、ご自身の経験を踏まえ、義務教育で何が重視され 

ていたと思いますか。3つ まで選んでください。（複数回答）

 

日本財団18歳意識調査 「第61回 –教育–」 

 

図1.3 未知に挑戦する力に関する資料 

うまくいくかわからないことにも意欲的に取り組める 

 

※令 和 7 年 4 月 ２ 5 日 教育課 程企画 特別 部会 資料１ 

 

 

図1.4 自分の行動で、国や社会を変えられる実感して

いるか 

   
日本財団18歳意識調査「国や社会に対する意識（6カ国調

査）」 

2.3 学習評価における主体性軽視の問題 

主体性育成が教育目標として掲げられている一方で、現

状の学校教育での学習評価システムは依然として定量的
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で画一的な基準に偏重していることが課題となってい

る。前出の図2で示した「義務教育で学んだこと」は基

礎学力が中心で、「自ら学ぶ方法を身につけること」は

15.2％にすぎず、義務教育で学んだことは「特になし」

と答えた18歳は20％弱にも及ぶ。こうした生徒の受け

止めは学習評価の方法によっても大きく改善できること

がわかっている。1985年にエドワード・デシとリチャ

ード・ライアンが提唱した「自己決定理論」[5]によれ

ば、外的な統制から、自らの行動を自らの統制に移行す

ることで内発的動機付けが強まるとしている。 

しかし、こうした前提の理論に反して、現行の評価体系

は、学習者が自ら目標を立て、試行錯誤を行いながら

主体性を持って学ぶことを促す設計にはなっておら

ず、結果として主体的な学びが阻害されている。現行の

教育システムでもルーブリック評価を導入して、学習者

に評価自体を促すことも可能である。そのためにはやは

り教師は知識の伝授者・評価者ではなく、学習者の探

究に伴走するナビゲーターとしての役割が必要であ

る。 

2.4 探究型学びの定着と現実の乖離 

また、「探究型学びの指導」についても同様の課題が存

在する。探究的な学びを導くためには、児童生徒との対

話的な導きが必要になるが、知識伝授に特化してきた教

員が児童生徒と対話を通じて探究のプロセスを導いてい

くことの理解が進んでいない。マッキンゼーが調査した

「児童生徒の『主体的・対話的で深い学び』の更なる向

上に向けて」（図1.6参照）[6]によると、諸外国に比

べて日本の教員は対話的な手法を用いることができてい

ない。これにより、評価されるための形式的な探究が主

流となり、本質的な主体性の育成につながっていない。

どのようにすれば児童生徒に主体的な学びを促すことが

できるのであろうか。 

 

図1.6 

 

2.5 教育現場におけるAI活用の遅れと感覚のズレ 

さらにAI時代の到来は教育現場にも大きな変化をもた

らしている。仙台大学の調査[7]では日本の教員におけ

るAI活用率は約19％にとどまり、一方大学生は80％も

活用している。教員と生徒・学生は生成AIに関して大

きな感覚のズレがあることがわかる。(図1.7)また日本

情報システム・ユーザー協会の2024年の調査[8]では、

売上規模1兆円超の大企業では80.7％、1000億から1

兆円未満の企業では80％の生成AI利用率と比較する

と、AI活用の遅れは、教員の多忙さや、教育現場のICT

環境の未整備だけでなく、評価の仕組みや業務分担が旧

態依然としていることも要因である。 

図1.7 

 

2.6 今後の問いと課題整理 

ここまで示したとおり、主体性の育成や探究型学びの導

入は、日本の教育改革において不可欠である一方、評価

システムや教員の役割、そして教育現場での実践方法に

深刻な課題を抱えている。こうした課題を解決するため

には教員の教育観を更新すること、AIの利活用、教育

環境を従来の考え方から拡張することが考えられる。次

章以降こうした点を論じていく。 

 

3 提言：探究型学びへの本質的転換 

 

 探究型学びは、グローバルな教育改革の文脈の中で21

世紀型スキルを育成する中核的な手法として注目を集め

ている。OECDの『Learning Compass 2030』でも、学習者

が自ら問いを立て、社会と関わりながら持続可能な未来

を創出するための“Agency”が強調されており、その実

現手段として探究学習は不可欠であると考えられる。 

Agencyは日本語における適当な訳語は存在ぜず、文部科

学省は「自ら考え、主体的に行動して、責任をもって社

会変革を実現していく姿勢・意欲」としている。 

 探究の意義と本質については後述するが、基本的には

主体的な活動や経験そのものを指す。その過程で知識や
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方法を獲得するのが探究型の学びである。アントレプレ

ナーシップは、主体的であろうとする態度や欲求のこと

で、リベラルアーツは主体性を発揮し、自己決定するた

めの知識・技術ということができるだろう。これらすべ

てに共通するのが主体性という軸であり、主体性×実践

＝探究、主体性×精神＝アントレプレナーシップ、主体

性×方法＝リベラルアーツという「三位一体モデル」で

捉えることで、分析や導入を体系的に行うことができ

る。 

 

図 2.１ 

 
 

3.1 探究の意義と本質 

 

探究とは、与えられた課題をこなすことではなく、自分

の内側から出てくる問いに向き合い、社会とつなげ、他

者と共創しながら意味を見出していく営みである。ここ

で重要なのは、探究は極めて自己目的的な営みであると

いうことだ。目的の有無にかかわらず、その営み自体に

意味や価値を見出していることが、主体性の源泉になり

得る。観察や分析であれ、探索や調査であれ、想像や思

索であれ、制作や発表であれ、真剣に本気で取り組むこ

とで、得ることは多い。自己目的的な没頭体験が、結果

的に成長を促進していくというのが、探究の本質だと言

える。 

  

20世紀に入り探究は、ジョン・デューイが提唱した実践

的認識論を基に、教育方法として明確に体系化された。

デューイは『思考の方法』（1910）や『論理学：探究の

論理』（1938）において、探究（inquiry）を「探究と

は、統制あるいは導かれた転換である」と定義してい

る。それは「不確かな状況を十分に確定された状況に」

「状況を構成している特徴や関係を転換すること」であ

るという。つまり、探究の前提条件は「不確かな状況」

の存在ということになる。また、同書の中で探究と「思

考」は同義であるとし、五官をはじめとした「生物学的

なはたらきや構造」が探究の必要条件であるとしてい

る。 

デューイの提唱する探究は、「不確かな状況」を認知

し、そこに解決（十分に確定）すべき事柄を見出すこと

からはじまる。故に、それは問題の認識、問題の明確

化、仮説の設定、検証、結論という手順で行われる。こ

のプロセスは、知識を固定的な真理としてではなく、行

為と環境の相互作用から生まれる「道具的真理」として

捉える点に特徴がある。デューイの探究は、あくまで

「問題解決」を志向しており、科学的合理性に基づく判

断を重視する。すなわち、inquiryとは「行動を導く合

理的手続き」であり、価値は主としてその結果にある。 

  

いわゆる探究学習は「問題解決型」ななりがちである

が、特に重要なのは、「与えられた問い」ではなく「自

分から湧き出た問い」であることだろう。そうでなけれ

ば、学びは探究になりにくい。問いが湧き出るために

は、主体性はもちろん「自分軸」が必要になる。とはい

え、自分軸がなければ探究できないのではなく、探究す

る仮定でもともと在った自分軸に気づいていくというプ

ロセスこそが、探究の意義の１つと言える。その問いは

必ずしも社会的である必要はなく、また自分にとって

「不確か」であれば探究になり得るが、本質的な探究を

つづけるうちに必ず他者や社会とつながり、視野が広が

り、メタ認知を促し、成長していくことになる。本質的

な探究であれば、テーマや目的がどのようなものであっ

ても構わないが、このサイクルの型を身につけるために

は以下に述べる探究的な学びの要素が習慣化している探

究ナビゲーターと関わることが効果的である。 

 

3.2 探究的学びの4つの要素 

 

1960年代以降、探究型の学びは各所で試行錯誤されてき

た。普及するにつれて定義が曖昧になったり変容した

り、また私見が入りすぎたりという弊害も散見するが、

本質的な実践については共通する型がある。そこで、多

くの探究型の学びに共通するものを抽出し、モデル化し

たのが「探究型学びモデル」（図2.2）である。本モデ

ルは、学習のプロセスを四つのフェーズに分け、それら

が循環的かつ発展的に関連し合う構造を持つ。各フェー

ズは以下の通りである。 

  

1. 認知・問い立て（インプット） 

学びは、身の回りの事象への「気づき」から始まる。学

習者は観察・調査を通じて情報を集め、好奇心や違和感

を出発点として問いを立てる。この過程では、構造的理

解やメタ認知、類推・比喩的思考が重要となる。探究に

おいて、知識は受動的に獲得されるものではなく、主体

的な「問い」によって能動的に構築される。 

2. 想像・企画（エディット） 

次に、問いに対して仮説を立て、未来に向けた構想を行
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うフェーズが位置づけられる。ここでは、推測や仮説生

成だけでなく、他者の価値観や視点への共感、大局的な

予測も求められる。探究は個人的営みであると同時に、

背景となる社会的文脈の中で意味づけされることを体感

することにも意義がある。 

3. 実践・共有（アウトプット） 

問いと仮説を基に、実際に活動し、アウトプットとして

表現・共有するフェーズである。制作・共創、論理的検

証、視覚的要約、対話的なシェアが含まれ、ここで学習

は社会化される。獲得され関係づけられた知識やアイデ

アは、外在化されることで他者との関係性の中で磨かれ

ていくこと、それが結果的に自分自身の探究の充実にも

つながっていくことを実感できる。 

4. 経験・振り返り（インサイドアウト） 

最後に、得られた成果や体験を振り返り、統合し、次の

探究への土台とする。学習者は内省を通じて自らの変化

に気づき、改善点を明らかにし、新たな行動指針を描

く。これにより、探究は個人的な単発的な体験ではな

く、社会的かつ持続的な成長循環へと昇華する。 

  

（図2.2） 

 

 

現在の教育現場では「認知・問い立て（インプット）」

と「実践・共有（アウトプット）」ばかりが注目され強

調される傾向にある。これは教育機関が評価することを

前提にカリキュラムや教材を作成していることが原因の

１つだと考えられる。実際、「認知・問い立て（インプ

ット）」フェーズは教材を作成しやすく、「実践・共有

（アウトプット）」フェーズは評価しやすい。しかし、

評価をアウトプットに絞ることで、「評価されるための

探究」という身も蓋もない活動に落ちてしまいやすく、

そうなれば前提であったはずの主体性を読んで疎外して

しまう。なにより、過程に価値がある探究の本質も失い

かねない。そこで、探究型の学びを教育機関で実践する

ならば、評価について考え直す必要がある。 

 

3.3 評価の転換：点数から自己成長へ 

 

探究型の学びがうまくいかない原因の１つは、学習評価

である。そこで、学習評価と主体性の関係についての仮

説モデル（図３）を構築し、問題定義としたい。 

  

1. 学習評価の目的と主体性への影響 

従来の学習評価は、指導者側のパフォーマンス管理や学

習者間の序列化・競争を目的として行われることが多か

った。このような評価は、学習者の行動を外発的にコン

トロールし、主体性の発揮を阻害する可能性がある。 

一方、主体性を発動しうる評価の目的は、学習者一人ひ

とりの個性や成長段階に応じて学びを支援し、学びの過

程そのものを豊かにすることにある。このような評価

は、学習者が自分自身の内発的動機に基づいて行動する

ことを促し、自己決定感を高める。 

2. 学習目標設定の違い 

主体性を棄損する方法では、目標は上位者から一方的に

与えられ、学習者自身の選択余地が制限される。その結

果、学習者の関心や好奇心は置き去りにされ、形式的な

学びに終始する危険性がある。 

これに対し、主体性を発動する方法では、目標設定の段

階から学習者本人が積極的に関与し、自己の興味関心に

根ざした目標が形成される。自ら設定した目標に向かう

過程は、学びの意味づけを深め、粘り強さや創造性の発

揮にもつながる。 

3. フィードバック・評価の方法 

主体性を抑制する評価方法では、結果のみが重視され、

できていない点への指摘が中心となる。学習者は〈でき

る／できない〉という二元的枠組みの中に押し込めら

れ、自己の学びを肯定的に捉えることが困難になる。 

これに対し、主体性を発動しうるフィードバックは、学

習者自身が「できていること」「できていないこと」の

両面をメタ的に把握し、次の課題や成長可能性を自覚で

きるように導く。また、学習のプロセス自体を肯定し、

学びの「物語」を語れるよう支援することで、内的動機

づけを維持する。 

4. 学習の進め方の違い 

主体性を抑制する学習進行は、教員が一方的に指示し、

学習者はその枠内で受動的に行動することが多い。学び

は画一的かつ消極的なものとなり、学習者の自己表現や

内省は限定される。 

これに対して、主体性を支援する学びでは、学習者自身

が自らの進め方を選び、試行錯誤を繰り返す余地が確保

されている。自己表現が豊かになり、学習者は自らの学

びに責任を持つ意識を育む。 
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（図2.3） 

 

主体性と自己肯定感・自己効力感には相関があると考え

られる。自己肯定感や自己効力感を得るには安心安全な

場であることは当然だが、自分自身やその活動の価値を

認められ、結果よりも過程を、他者と比べることなく評

価することで、主体性は発揮されやすくなる。探究型の

学習を実践するならば、まずそれを理解する探究ナビゲ

ーターの存在が必須である。 

  

探究ナビゲーターが必要な理由の核には、価値観の多様

性をメタ認知することで、自らの倫理観を内省する姿勢

が挙げられる。主体性を持っていればなんでもいいとい

うわけではない。〈やりたいこと／やりたくないこと〉

の認知だけでなく〈やるべきこと／やるべきでないこ

と〉の選別を行えるようになる必要がある。AIは自分軸

と言えるような身体性を伴った感情や、真善美の感覚を

持っていない。だからこそ、AI活用が日常化する社会に

おいて、それらを判断する力を養う必要がある。倫理観

を持って主体性を発揮する力の養成こそが、探究型の学

びに求められている。 

 

 

4. AI時代における学びの再構築と教師の役割変容 

  

急速に発展する人工知能（AI）は、教育の在り方を根本

から見直す契機となっている。従来は知識習得や反復練

習（ドリル学習）が教育の中心であったが、AIにより情

報検索や機械的な課題採点などの定型業務が自動化され

つつある。その結果、人間の教師と生徒は知識の再現的

学習から解放され、より高度な思考力や創造力を育む探

究学習へと時間とエネルギーを振り向けることが可能と

なった。教育関係者・行政はこの転換を見据え、探究

学習をカリキュラムの中核に据える改革を進める必要

がある。 

一方で、AI時代における学びの目的は単なる知識習得で

はなく、未知の課題に取り組む力や協働して問題解決す

る力、人間としての倫理観や感受性の涵養へとシフトし

ている。社会全体が求める人材像も、AIでは代替できな

い創造性や協働性、倫理観、感受性を備えた「人間らし

い」能力を持つ若者へと変化している。教育政策はこれ

ら新たなニーズに応える形で再構築されなければならな

い。 

4-1. 探究学習を中核に据える必要性 

 

AIが知識の記憶・検索や定型問題の練習を支援・代行で

きるようになるにつれ、学校教育では探究学習（問題

発見・解決型学習やプロジェクト学習）の重要性が高ま

っている。生徒が自ら問いを立て、情報を収集・分析

し、試行錯誤しながら結論を導き出す探究型の学びは、

単なる暗記型学習では養えないクリティカルシンキン

グや創造的問題解決力を育む。また、探究学習のプロ

セスで生徒は他者と議論・協働し、自分の考えを表現す

るため、コミュニケーション力や協働性も向上する。

これらはAI時代に人間が発揮すべき不可欠な能力であ

る。 

さらに、探究学習を通じて生徒は失敗や試行錯誤から学

ぶ「学習者エージェンシー（主体性）」を身につける。

自ら学びを方向付ける力は、生涯学習の基盤となるもの

である。OECD Education 2030でも、生徒が自らの学びの

主体となること（Student Agency）の重要性が強調され

ており、その実現には学習者それぞれの興味・関心に応

じた個別最適化された学習環境が必要だと指摘されて

いる。つまり、一律画一的なカリキュラムから脱却し、

生徒一人ひとりが情熱を傾けられるテーマに取り組める

柔軟な教育課程への再構築が求められる。 

 

4-2. 教師の役割：知識の伝達者から学びのナビゲータ

ーへ 

教師の役割転換は、AI時代の教育改革の中心課題であ

る。従来の教師は主に教科内容の知識を生徒に伝達する

「知識の伝達者」であった。しかしOECDが提唱する

Education 2030のビジョンでは、教師は「知識の伝達者

から学びのナビゲーターへ」と役割を変容させることが

求められている。具体的には、教師は単に知識を講義す

る存在ではなく、学習者の主体的な学びを後押しする

「学習ファシリテーター（learning facilitator）」で

あり、豊かな学習体験を共に設計する「学習環境の共同

設計者（co-designer of learning environments）」とし

て再定義される。この役割転換により、教師は生徒の

エージェンシー（主体性）を育む促進者となり、21世紀

に必要とされるコンピテンシー育成のカギを握る存在と

なる。 

AI技術はこの転換を後押しする。例えば、生成AIを活用

すれば最低限の試験の採点や平易なフィードバック作

成、事務作業などを自動化でき、教師の業務負担を大幅

に軽減できる。実際、AIの導入によって教師は従来多く

の時間を割いていた採点・事務作業から解放されつつあ
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り、その結果、生徒と向き合う時間や授業準備・振り返

りに充てる時間が増やすことが可能だ。OECDの分析で

も、AIは教師を「ルーティン業務から解放し、優れたコ

ーチ、メンター、ロールモデル、リーダーとなる機会を

与える」とされる。つまり教師は、AIに任せられる業務

はAIに委ね、人間にしかできないファシリテーション

（学習促進）や観察・洞察、生徒との対話に注力する

ことで、「学びのナビゲーター」としての使命を全うで

きるのだ。 

このような教師像では、必要とされるスキルセットも変

わる。知識伝達能力よりも、生徒の興味関心を引き出す

質問力、学習プロセスをデザインする設計力、そして学

習者同士の協働を促すファシリテーション力が重要とな

る。また、生徒を注意深く観察し、一人ひとりの理解度

や心理的状態を把握して適切に支援する観察・評価ス

キルも不可欠である。教師自身が絶えず学び続け柔軟

に実践を改善する姿勢（ラーニング・アジリティ）も

求められる。これらの資質能力を伸ばすよう、教員養成

課程や現職研修の内容を見直すことが政策的課題となる

だろう。 

 

4-3. 学びのナビゲーターへの転換と人材育成 

 

探究学習を支える「学びのナビゲーター」役の教師に

は、今後ますます高い需要が予想される。しかし現状で

は、そのような役割を十分に果たせる人材が量的に不足

しているのが実情であろう。既存の教師の多くは知識伝

達型の教育文化の中で育ち、また過重労働により新たな

教授法習得の余力も限られている。そこで政策提言とし

てまず、現在の教員を速やかにナビゲーター役へと転

換させる支援策が必要である。 

具体的には、教師全員に対する包括的なリスキリング

（技能再教育）とマインドセット転換の研修を実施する

ことが有効であろう。探究学習の進め方、生徒主体の学

習評価方法、ICT・AIの活用法、ファシリテーション技

術などについて、実践的な研修や継続的コーチングの機

会を提供する。また、優れた実践を持つ教師をナビゲ

ーターのメンターとして位置づけ、校内外で知見を共

有するネットワークを構築する。これにより現職教師の

意識改革とスキル向上を図り、探究学習をリードできる

教師層を厚くする。 

同時に、将来的展望として新たな専門職の創出も視野

に入れるべきであろう。例えば「探究ナビゲーター専門

職」や「カリキュラム・ファシリテーター」といった役

職を制度化し、教育学や関連分野で高度な専門性を持つ

人材を学校に受け入れる仕組みを検討する。現場の教師

と協働しつつ、生徒一人ひとりのプロジェクト学習をコ

ーチングする専門スタッフが配置できれば、個別最適な

探究学習の実現に大きく寄与するだろう。海外では地域

コミュニティや企業人材を学校教育に取り入れる例もあ

るが、日本でも多様な人材を教育に取り込むことでナ

ビゲーター人材の裾野拡大を図ることができる。 

加えて、中長期的には教員養成課程そのものの改革が不

可欠です。大学の教職課程や教員免許制度において、21

世紀型教育に対応できるカリキュラムを導入する。理論

だけでなく学校現場での探究学習実習の充実、他分野

（ICT・心理学など）との協働プロジェクト経験、問題

解決型の演習科目の設定などである。OECDも指摘するよ

うに、教育業界と呼ばれる垣根を取り払い、多様なバ

ックグラウンドを持つ人材（異業種経験者等）を教職

に引き込み、実社会との接点を持った教員層を増やすこ

とも有効であろう。こうした教員育成の刷新により、未

来の学びをナビゲートできる人材を計画的に育成してい

く必要がある。 

 

4-4. 個別最適化された多様な学びの実現 

 

AI時代の教育では、「画一的な一斉指導」から脱却し、

個別最適化された多様な学びを実現することが重要な

柱となる。従来の工業社会型モデルでは、全国一律のカ

リキュラムを全ての生徒に同じペース・内容で教える傾

向が強く、一部の生徒にとっては退屈であったり難しす

ぎたりする問題があった。今後は、生徒の興味・関心、

習熟度、学習スタイルに応じて学び方を柔軟に変えられ

る環境を整える必要がある。 

しかし、これはドリルワークを最適化するという文脈で

捉えるべきではない。自分の内側から湧き起こる問い

を起点にした教育が提供できる環境が整ったと捉える

べきである。AIが自分軸に応じた対話の相手となり、自

分の興味・関心・倫理観を深め、メタ認知のサポート

や機会の紹介を行う点において、多様な学びが実現で

きると捉えるべきなのだ。 

もちろん、最低限のドリルワークにおいても各生徒の習

熟状況データをAIが分析し、一人ひとりに適した問題や

教材を提示したり、苦手分野を補強する学習プランを自

動生成することも可能で、そこを否定するものではな

い。しかし本来的に、教師は子供を観察し、こうしたテ

クノロジーを活用し、生徒それぞれの自分軸に基づく

問いを大切にできるナビゲーションを与えつつ、適切

な声かけや助言を行う役割にシフトする。すなわち、教

師はAIと協働してパーソナライズされた学びをコーデ

ィネートする存在になる。 

また、個別最適化の観点では学習時間・空間の柔軟化も

重要な観点だ。必ずしも全員が同じ教室・同じ時間割で

学ぶ必要はなく、オンライン教材や地域社会での体験活

動など、多様な学習機会を組み合わせるハイブリッドな
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学びを推進する。生徒によってはAIチューターから最小

限のドリルワークのような基礎知識を習得し、教師は対

面での探究活動や討論を指導するといったブレンディ

ッド・ラーニングの形態も有効であろう。学校は「学

習ハブ」として、校内外・オンラインオフライン問わ

ず、体験やコミュニケーションを中心に、最適なリソー

スを組み合わせて提供する場へと変貌することが期待さ

れる。 

例えば、ICTを使った探究での個別最適な学びの例とし

て、文科省からUNESCOのESD賞に推薦された事例とし

て、RuleWatcher edu を使った高校での探究の授業が挙

げられる。当該ツールは、世界中の政府や国連やNGOが

発する政策一次情報をリアルタイムで収集し、イシュー

ごとに絞って表示するWebアプリケーションである。生

徒は、自分の関心のある社会課題の最新の状況を、フェ

イクのない一次情報源より、国を跨いで読むことで、政

策が問題と解決の塊であることを知る。一方で、教師は

個別の情報を知らなくて当たり前なので、知識の伝達者

の役割から自然と離れることができ、生徒と教師が同じ

方向を向いている状態になれる。受講後のコメントから

は「さまざまな環境や社会の問題の相互の関連が見え

る」「出来事の経緯に関心を持てる」「対話したくな

る・社会的行動につながる」「進路・キャリア選択のき

っかけになる」といった、情報リテラシーや事象の探究

に留まらない効果を発揮したことが分かる。 

このような多様で個別化された学びを支えるためには、

教育行政として評価制度やカリキュラム基準の柔軟化も

進めねばならない。画一的な学力テストではなく、プロ

ジェクトの成果物やプレゼンテーション、協働プロセス

への貢献度などを評価するパフォーマンス評価を取り

入れ、生徒各自の多様な才能や成長を可視化して認める

仕組みを構築する。その際の評価は内容そのものについ

て多面的な見方を提供するものでありつつ、他者との比

較ではなく、自らの過去との比較に注目すべきである。

評価の在り方が変われば教え方も変わる。教師が安心し

て探究学習や個別対応に時間を充てられるよう、大学入

試や高校入試の評価指標も総合的な学力観に立脚したも

のへと改めることが肝要であろう。 

4-5. 人間に求められる資質・能力の育成 

最後に、AI時代において人間に求められる資質・能力の

育成について述べる。前述のように社会が必要としてい

るのは、AIには代替できない創造性・協働性・倫理観・

感受性といった力を持つ人材である。これらの能力は決

して副次的な「情操教育」に留まるものではなく、これ

からの社会の中核を成すコンピテンシーである。政策当

局は、学校教育の目標を知識伝達からこうしたコンピ

テンシー（能力・資質）の涵養へと再定義する必要が

ある。 

国際的な枠組みでも、その方向性は明確だ。OECD Edu-

cation 2030が提示する「変革を起こす力（Transforma-

tive Competencies）」では、若者に求められる力として 

「新たな価値の創造」（創造性・イノベーション）、

「葛藤の調整」（多様な視点の統合や共感力）、「責

任ある行動」（倫理的判断力・持続可能性への配慮）

という三つのカテゴリーが挙げられている。これらはま

さに創造性・協働性・倫理観・感受性に対応するもの

だ。また、OECDはそれらを具体化する素養として創造

力、批判的思考、責任感、レジリエンス（困難への耐

性）、協働などを例示している。これらの能力は従来型

の知識詰め込み教育では育たない。探究学習やプロジェ

クト学習、協働活動、対話的な学びの中でこそ培われる

ものである。 

教育現場では、生徒が自ら考え判断する場面を増やし、

正解が一つでない問題に向き合う経験を重視すべきであ

る。例えば、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に関連

する社会課題をテーマにプロジェクトを行えば、知識横

断的に考える力や価値観の衝突を調整する力、そして社

会への責任感を養うことができる。また美術・音楽・探

究的な部活動などを通じ、感性を磨き他者の立場に共感

する力を高めることも大切である。倫理的な判断力に

ついては、AI時代ならではの情報倫理や生成AIの扱い方

といった新領域も含め、教師がナビゲーターとなって生

徒と議論し考えさせる授業が求められる。 

要するに、AIにはできない人間ならではの力を引き出す

教育への転換が急務である。それは知識再現型競争から

の脱却であり、教科横断的な学びや社会との接続を重視

する教育へのシフトでもある。教師はその最前線で、学

びのナビゲーターとして生徒の人間的成長を支え導く存

在となるのである。 

 

 

 

5.  実現に向けた制度・環境整備の提案 

リアル・AI・メタバースをつなぐ「探究共創圏」の

構築に向けて 

探究型の学びを社会に根づかせていくためには、学校

という空間や教員という専門職の枠にとらわれず、学

びの支援に関わる人材の制度化、地域資源とバーチャ

ル空間を活用した学びの拠点整備、そして制度的な承

認と財政的支援の整備が必要である。本章では、その3

つの柱について具体的に提言する。 

5.1 探究ナビゲーターの制度化と次世代型人材育成 
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探究的な学びの質は、プログラムや教材そのものより

も、子どもに伴走する大人の姿勢や関わり方によって左

右される。子どもが自由に問いを立て、自ら調べ、考

え、試行錯誤するプロセスを、どれだけ尊重し支えられ

るかがカギとなる。 

このような学びを支援する専門人材として、「探究ナビ

ゲーター」の制度化を提案したい。ナビゲーターは、知

識の伝達者ではなく、問いに共感し、内発的な学びを引

き出す伴走者である。 

この役割は、教員免許保有者に限定されるべきではな

い。むしろ、実社会の中で課題解決や創造的な仕事に携

わっている多様な人々――地域活動の実践者、起業家、

技術者、研究者、アーティスト、デザイナーなどが加わ

ることで、学びの場には現実的な広がりと生きた知恵が

もたらされる。 

さらに今日では、生成AIの活用に関する知見と実践力

も、ナビゲーターに求められる不可欠な資質である。AI

は、子どもたちが情報を調べ、仮説を立て、思考を構造

化し、振り返りを深める過程において、大きな支援力を

発揮する。適切に活用すれば、問いの精緻化やメタ認知

の促進、対話的な学習の質向上につながる。 

一方で、もしAIが「正解を効率よく覚えさせる」ため

の道具として設計・運用されれば、探究の芽は簡単に摘

み取られてしまう。だからこそ、探究ナビゲーターの育

成過程においては、AIを“鏡”や“拡大鏡”として活

用し、子ども自身が思考と感情を可視化・内省できるよ

う導く技術と態度が求められる。 

また、これらのナビゲーターが一過性のボランティアや

副業としてではなく、持続的な専門職として社会に定着

できるよう、制度的な雇用モデルやキャリアパスの整備

も併せて構築していく必要がある。 

5.2 地域・社会資源とバーチャル空間の拠点形成 

探究型の学びは、教室の中だけではなく、社会の中に出

ていくことでその本質を発揮する。子どもたちが現実の

課題と接続し、自分ごととして探究するためには、学校

の外にある多様な学びの拠点を整備することが不可欠で

ある。 

現在、全国には廃校や未活用の公共施設が数多く存在し

ている。これらを再活用し、子どもと地域、社会と教育

が交わる開かれた学びの拠点として再生することで、地

域全体が「学びの共創者」として機能する土壌をつくる

ことができる。 

この拠点には、教員に限らず、地域企業、NPO、専門

家、フリーランスの多様な人々が参画し、子どもたちに

とっての「ロールモデル」や「社会との接点」となるこ

とが望ましい。 

また、学びの拠点は物理的な場にとどまらない。今日の

子どもたちにとっては、MinecraftやRobloxといったメ

タバースが日常的な「居場所」となっており、そこに学

びの可能性が広がっている。実際、こうした仮想空間を

活用してSDGsをテーマに政策提言を行ったり、子ども

たち自身が仮想社会を設計・運営したりする事例もすで

に存在する。 

これからの探究拠点は、リアルとバーチャルの両方を横

断し、子どもの世界に接続された「共創の場」として設

計される必要がある。そのためには、バーチャル空間に

おける文化やコミュニケーションを理解し、探究的活動

を支援できるナビゲーターの存在も不可欠である。 

 

5.3 制度的承認と財政的支援の整備 

学校外で行われる探究的学びを、正規の教育として制度

的に認めることは、すべての子どもに対する学習機会の

保障という観点からも重要である。 

とくに義務教育段階においては、「学校に通っていない

＝教育を受けていない」と見なされがちであるが、探究

拠点で行われる学びもまた、本質的な教育活動である。

そのため、教育機会確保法の趣旨に基づき、探究拠点で

の学びを公立学校の出席扱いとして正式に認める制度設

計が求められる。 

実際に一部の自治体では、特例校やオルタナティブ教育

施設との連携により、出席認定を行う事例が始まってい

る。こうした動きを全国的に広げることで、子どもと家

庭が制度の外に取り残されることを防ぐことができる。 

また、これらの探究拠点を持続的に運営するためには、

財源の確保が不可欠である。教育予算だけに依存するの

ではなく、以下のような既存の政策・財源と連動させる

ことが効果的である： 

 地方創生推進交付金 

 地域人材活用型事業交付金 
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 教育イノベーション推進事業 

 

 総務省「地域ICT利活用推進事業（メタバー

ス・生成AI関連含む）」 

 

これらの財源を柔軟に統合することで、拠点の整備、

ナビゲーターの雇用、AI／メタバース実装環境の整備

を一体的に進めることが可能となる。 
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